
Ⅰ．はじめに

　大分県の民有林におけるヒノキ人工林面積は５７，０８５ha であり，

そのうち除間伐や枝打ち等の保育作業を必要とする３～９齢級の

林分は，齢級全体の７３．９％と大きな割合を占めている（10）。し

かしながら，長引く材価の低迷等に起因して，施業が行われない

林分の増加が目立ってきており（5，16），木材生産林としての価

値の低下だけでなく，地力の減退や（1，13，20），林地表面の浸

食といった公益的諸機能の低下が危惧されている（9）。ヒノキ

林では，ヒノキの鱗片葉が落葉時に細片化して地表流出水ととも

に消失しやすく，堆積有機物が失われて裸地化しやすいことが指

摘されている（1，17，1９）。一方，表土流出を抑制する上で，林

床植生による地表面被覆の有効性が示されており（2，3，4，6，

8，11，22，23），今後，間伐や枝打ち等の施業を推進する上でも，

林分における降雨後の表土流出量や，林床植生の持つ林地保持機

能について数量的に示していくことが重要である。

　こうしたヒノキ林の表土浸食量の予測に関しては，これまでに

降雨因子をパラメータとして提案された例や（8，14，18），林分

条件をパラメータとして重回帰分析を行い，斜面傾斜，立木密度，

下層植生の植被率等を用いた重回帰モデルが算出された例がある

（15）。また，簡易な表土流出の予測手法としては，地表面観察

や林床植生のタイプによって危険度予測できることが報告されて

いる（12，21）。しかしながら，これまでの表土流出予測モデル

において，降雨因子と林分条件を合わせて検討された例は少ない。

　本研究では，表土流出に直接影響を与える降雨因子とともに，

林分条件として林内で比較的簡易に測定可能であり，西山（15）

の報告から，表土流出量との相関が高い林床植被率（以下，植被

率）と傾斜角を用いた表土流出量の予測を行うこととした。

Ⅱ．調査地と方法

　調査地は，由布市湯布院町の２６年生ヒノキ林（以下，湯布院試

験地），玖珠郡玖珠町の２６年生ヒノキ林（以下，玖珠試験地），日

田市天瀬町の３５年生ヒノキ林（以下，天瀬試験地）の３林分であ

る。最近の施業履歴として，湯布院試験地では，平成１２，１３年に

枝打ちと林分の一部を除間伐している。玖珠試験地では，平成１４

年に１伐３残の列状間伐を行っており，材は全木集材で搬出して

いる。天瀬試験地では，平成４年に枝打ちと定性間伐を行ってい

る。調査地位置を図－１，試験地の概況を表－１に示す。表土流

出量の測定は，図－２のような１００cm×５０cmの木製枠を林地表

面に埋設して，枠の下部に設置した採取ネット（ポリエチレン製，

目合い１mm）に入った土砂を回収した。なお，採取ネットから

流出する粒径１mm未満の土砂については，流出土砂の全重量に

占める割合からすると僅少であるため，測定値からは無視するこ
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部のヒノキ人工林において，降雨後に林地表面から流出する土壌を測定し，表土流出に直接影響を与える降雨因子と，林内で比較的簡易

に測定できる植被率と傾斜角の３つの要因を用いた表土流出量予測モデルの検討を行った。降雨因子として期間降水量を用い，表土流出

量を目的変数に，期間降水量，植被率，傾斜角を説明変数として重回帰分析を行った結果，比較的高い相関（重相関係数０．８２０）がみら

れ，表土流出量を簡易に予測する場合に有効であるものと思われた。
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速　報

図－１．調査地位置図



ととした。この測定枠を，湯布院試験地に１０箇所，玖珠試験地に

８箇所，天瀬試験地に８箇所設置し，概ね１週間から８週間毎に

土砂を回収した。回収した土砂は，８５℃で２日間乾燥後に重量

（小数点以下四捨五入）を測定した。測定は，平成１５年４月から

平成１７年１２月の間において，湯布院試験地で７期間，玖珠試験地

で１６期間，天瀬試験地で２３期間実施した。

　植被率の測定方法は，毎回表土流出量の測定時に，木製枠内を

占める植被率を目視により１０％毎（１０％以下は１％きざみ）に測

定した。傾斜角の測定は，クリノメーターを用いて木製枠の中心

部から斜面上下方向の傾斜角を測定して，平均値を算出した。

　降雨因子については，インターネット等から簡易に利用できる

気象庁観測データから，期間降水量を算出して用いることとした。

本研究では，最寄りの気象庁観測点データから，湯布院試験地は

約１．８km南部に，玖珠試験地は約９．２km南東部に位置する湯布

院地域気象観測所，天瀬試験地は約１２km北西部に位置する日田

特別地域気象観測所のデータを用いた。短時間の降雨の場合，調

査地における実際の降水量とはかなりの差異が予想されるが，概

ね１週間から８週間毎の期間降水量については，大きな差のない

ものと仮定した。３箇所の試験地から得られたデータは，表土流

出量を目的変数に，期間降水量，植被率，傾斜角を説明変数とし

て用いて重回帰分析を行った。

Ⅲ．結　果

　３試験地における全期間の期間降水量と表土流出量の関係を図

－３に，各試験地における測定結果を表－２に示す。各試験地の

表土流出量は，期間降水量の増加に伴って増加する傾向が見られ

たが，期間降水量の増加に対する表土流出量の増加の割合は，平

均植被率が１．９％と非常に低く，傾斜角２７．２°と比較的急傾斜で

ある湯布院試験地において高く，一方，平均植被率が６３．８％と高

く，傾斜角１２．８°と比較的緩傾斜である天瀬試験地ではより低い

傾向が見られた。

　３試験地における表土流出量と各要因との相関は，表－３のと

おりである。表土流出量は，期間降水量との間に正の強い相関が，

植被率との間に負の弱い相関が，傾斜角との間に正の弱い相関が

あった。３試験地データから重回帰分析を行った結果を表－４に，

重回帰式を表－５に示す。重回帰分析における各因子の標準偏回

帰係数から表土流出に与える影響力を比較すると，期間降水量は

強く促進する方向に働いているのに対して，植被率は弱く抑制に，

傾斜角は弱く促進に働いており，表土流出に与える期間降水量の

影響力は，植被率や傾斜角と比較して非常に大きいことが示唆さ

れた。

Ⅳ．考　察

　本研究では，表土流出量を簡易に予測する手法として，降雨因

子として期間降水量を，林分条件として植被率と傾斜角を用いた

重回帰分析を試みたが，比較的高い精度で予測できることが分

かった。表土流出に与える植被率と傾斜角の影響力に関しては，

強い相関が得られなかったものの，植被率は表土流出抑止に働き，

傾斜角は表土流出促進に働くことが示された。

　西山（15）は，年浸食土砂量を重回帰モデルで予測する場合

に，林分条件として傾斜角，立木密度，植被率の３つの要因を用

いた時に最も重相関係数が高く，２つの要因を用いた場合では，

傾斜角と立木密度を用いた場合に最も高いと報告している。しか

しながら，立木密度と植被率を要因として比較した場合，立木密
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表－１．試験地の概況

天瀬試験地玖珠試験地湯布院試験地

３８０ｍ７８０ｍ７１０ｍ標　高

N５°WS１０°WS６０°E斜面方位

山頂平衡斜面山腹平衡斜面山腹平衡斜面地　形

BlD（d）BlD（d）BlD（d）土壌型

１，０００／ha１，５００／ha１，９５０／ha立木密度

表－２．各試験地における測定結果（平均±標準誤差）

天瀬試験地
（１８４）

玖珠試験地
（１２８）

湯布院試験地
（７０）

試験地
（測定サンプル数）

１７．０±２．１４１．４±６．６　８９．１±１３．６表土流出量（g／m２）

１３５．５±８．５１３３．５±１５．６２１９．３±２３．４期間降水量（mm）

６３．８±２．１５３．７±２．４　１．９±０．３　植被率（%）

１２．８±０．６２５．３±０．８　２７．２±０．９　傾斜角（°）＊

　＊傾斜角は，初回のみの測定値。

図－２．表土流出量の測定装置

図－３．期間降水量と表土流出量の関係
　　　　＊＊：１%水準で有意。

表－３．３試験地における表土流出量と各要因との相関

期間降水量（mm）傾斜角（°）植被率（%）要　因

０．７７６＊＊０．２９８＊＊－０．３１７＊＊相関係数

　＊＊：１%水準で有意。



度は間伐からの年数や品種の差による林冠閉鎖の状況等を反映で

きないのに対して，下層植生の植被率は時期的な変動に対応でき

ることから，直接的に林地表面の状況を表すパラメーターとして

有効と考えられた。また，立木密度と植被率の間には交互作用の

生じる危険性が高く，要因の重複を避けるためにも，本研究にお

いて植被率と傾斜角の２つの要因を用いたことに関しては，適切

であったと考えられた。

　今回，大分県中西部の由布・九重火山山地に位置する黒色土地

域において，林齢３０年生前後のヒノキ人工林３箇所のみを対象と

した調査であったが，今後，林齢や立地等の林分条件の異なる多

くの林分において調査を行い，より予測精度の高い，汎用性のあ

るものにできれば，様々な林分に対応した表土流出の危険性を示

すことができ，間伐等の施業を推進していく上で活用していける

ものと思われた。
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表－４．３試験地における重回帰分析の結果

F値重相関係数R決定係数R２要　因

　＊＊２５７．８２０．８２００．６７２期間降水量

　＊＊：１％水準で有意。

表－５．表土流出量ｙを予測する重回帰式 y＝ ax１＋ bx２＋ cx３＋ d

F値標準偏回帰係数偏回帰係数要　因

　＊＊６３０．２４０．７４５０．３４４（a）期間降水量

　＊＊２０．８０－０．１５８－０．３５０（b）植被率

　＊＊１７．６３０．１４５１．５２１（c）傾斜角

　＊＊－２６．４７（d）定数項

　＊＊：１％水準で有意。


